
 
 
 

 

 

濱田政則氏 御発表資料 

 
基本計画推進委員会（第 4 回） 

平成 24 年 4 月 17 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

- 45 -



- 46 -



東日本大震災の教訓と
今後の防災科学技術のあり方についての私見

早稲田大学理工学術院
濱 田 政 則

1

科学技術・学術審議会基本計画推進委員会
平成２４年４月１７日

（１）地震・津波予知の失敗とその後の混乱

（２）耐津波学の構築と推進

（３）横断的・学際的防災研究の推進

資料 １－５
科学技術・学術審議会

基本計画推進委員会
（第4回） H24.4.17

南海地震(M:8.4，50%)

東南海地震
(M:8.1，60%)

東京湾北部の地震(M:7.3，70%)
死者：11,000名，全壊家屋85万棟

経済被害：112兆円

宮城県沖の地震(M:7.5，99%)
死者：290名，全壊家屋：2.1

万棟
経済被害：1兆3千億円

東海・東南海・南海地震
連続発生の場合の被害
死者24,800名,全壊：94万棟
経済被害：81兆円

（ ）の中はマグニチュードと今後30年間の発生確率

（１）地震・津波予知の失敗とその後の混乱
東日本大震災前に発生が予測されていた地震

（内閣府・中央防災会議）

東海地震(M:8.0，86%)

2

東日本大震災（東北太平洋沖地震)の前震・余震 3

震源域

4南海トラフの巨大地震モデル検討会
（平成24年3月31日）

震度 7：静岡県、愛知県、徳島県、高知県
6強：神奈川県西部～鹿児島県

津波 20m以上：高知（34m）、東京都（島嶼部）、
静岡、愛知、三重、徳島

5

I池袋

中野

新宿
四谷

渋谷

品川

東京

上野

5km

東京中心部

7
6強
6弱

5強
5弱
4
3以下

50km

震源域

(M = 7.3)

関東平野

5東京湾北部の地震による震度階 (M7.3)

内閣府中央防災会議

6浅いプレート境界を反映した場合の震度
文部科学省（平成24年3月30日）
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7
津波防災地域づくりに関する法律（平成23年12月6日）

・都道府県知事は基本方針に基づき津波浸水想定を想定す
る。

津波防災地域づくりの推進に関する基本的な方針
（平成24年1月16日 国土交通省告示）

・都道府県知事は、国からの情報提供等を踏まえて、各都道
府県の沿岸にとって最大クラスとなる津波を念頭において、
津波浸水想定を設定する。

・悪条件下として、設定潮位は朔望平均満潮位を設定するこ
と、海岸堤防、河川堤防等は津波が越流した場合には破
壊されることを想定するなどの設定を基本とする。

・神戸市の例
兵庫県知事が現在の2倍とした。
現在：満潮位0.8m+津波高1.7m=2.5m、
知事の指示：0.8m+3.4m=4.2m

・横須賀市の例
慶長型地震による津波高を数値解析によって設定
三浦半島で最大5.0mを設定

・東京都の例
満潮位（2.0m）+津波高（2.0mを想定）して被害、
機能障害を想定

・大阪市の例
現在：5.00m ⇒ 現在検討中

8
下水道施設（処理場・ポンプ場）における津波高さの設定

9

５階建RC建物（陸前高田）

RC建物（女川マリンホール） モスク（2004年スマトラ地震・津波）

津波避難ビル（南三陸町）

（２）耐津波学の構築
津波に構造的に耐えた鉄筋コンクリート建物

10
津波に耐えた橋りょうと破壊された橋りょう

道路橋
（鋼桁＋コンクリート床版、・・・・）

コンクリート橋りょう
（2004年スマトラ,バンダアチェ） 鉄道鋼橋（2011年東日本大震災）

釜石のコンクリート高架道路橋脚

耐津波学の構築と津波対策の推進

・地質学的視点からの世界の津波履歴の調査

・社会基盤施設と建築物の耐津波構造に関する研究（中・高層RC

建物、津波防潮堤、河川堤防、橋梁等）

・津波に強いまちづくりの研究（遡上した津波の挙動、居住地域の

選択、街路の設計、小丘陵の造成、鉛直避難施設の確保）

・広域にわたる災害実態の早期把握のための情報収集・伝達体制と

手段に関する研究

・広域にわたる（非被災自治体の協力）被災者の保護・支援に関する

研究

・ライフラインシステム（道路、鉄道、電力、上下水道、ガス、通信)

の機能維持と早期回復に関する研究

・防災教育、警報システと避難のあり方

11
釜石市および気仙沼市における防災教育

12

釜石 気仙沼
総人口の死者・
行方不明率

1,091
39,508 =2.78% 1,407

74,247 =1.89%

生徒・児童の死
者・行方不明率

5
3,244 =0.15% 12

6,054 =0.19%

防
災
教
育

目的
『自分の命は自分で守ることので
きるチカラ』をつける

自助・共助による減災

デジタル

ツール
動く津波ハザードマップ 津波ディジタルライブラリ

釜石市のハザードマップ 釜石市防災教育
避難訓練

気仙沼市
ハザードマップ
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（３）横断的・学際的防災研究の推進
地震災害の軽減に関わる学術・技術分野

・構造物・施設の耐震性向上
・地震に強いまちづくり・国づくり
・復旧・復興計画

・救急医療
・被害者ケア

・災害情報の収集と発信
・データベース
・警報・避難システム

・地震活動の監視・予測
・地震発生メカニズムの解明
・地震予知

・地域と都市への影響予測
・リスク評価と対応
・社会制度・保険
・復旧・復興計画

13
東日本大震災の総合対応に関する学協会連絡会
日本学術会議（土木工学・建築学委員会）

平成23年3月28日
設立の目的
理学、工学、農学、水産学、環境学、情報科学、人文・社会科学（社
会学、経済学、政治学等）および医学等の広領域の学協会が、我が
国の地震・津波対策に関して、共通の基本的な方針に基づき、有機
的な連携と協働を図り、東日本大震災に対する総合的な対応を検討
することを目的とする。

土木学会、日本建築学会、地盤工学会、日本機械学会、日本地震工学会、
日本地震学会、日本自然災害学会、地域安全学会、日本災害情報学会、
日本都市計画学会、空気調和・衛生工学会、日本コンクリート工学会、廃棄
物資源循環学会、日本地域経済学会、日本造園学会、農業農村工学会、
日本水環境学会、日本水産学会、日本原子力学会、地理情報システム学
会、こども環境学会、環境システム計測制御学会、日本応用地質学会、日
本学術会議集団災害医学会、砂防学会、日本火災学会、日本活断層学会、
日本森林学会

（環境系、農林水産、情報、経済）

14

東日本大震災の総合対応に関する学協会連絡会
組織の主要な活動

主要な活動

ⅰ）分野横断による震災の調査と総括
ⅱ）被災地域の復旧・復興に関する提
言・提案

ⅲ）原子力発電所事故の分野横断的調
査と社会への発信

ⅳ）エネルギー政策のあり方、原子力発
電のあり方、地域住民と国民の合意
形成等に関する提言と社会への発信

Ⅴ）震災を踏まえてのわが国の防災研
究と防災・減災対策に関する提言

15

① 学協会横断による連続シンポジウムの
開催

② 学協会間の情報の共有化（共同ホーム
ページによる震災アーカイブスの構築

③ 政府・自治体・行政への提言
国民への発信

・30の学協会会長に
より構成

組織

会長協議会

実務担当者連絡会幹 事 会

・各学協会の防災分野
の委員会等からの代
表者

・日本学術会議
土木工学・建築学
委員会
・各学協会からの
幹事

- 49 -



- 50 -


